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要旨 

本論文は，Keio Household Panel Survey (KHPS)の調査データによる実証研究

の結果をまとめた『日本の家計行動のダイナミズム』（5 巻から 9 巻）にもとづ

いて，どのようにしたら市場の質研究が実証研究にのるかを説明する．Yano が

提唱した市場の質とは，どのような概念であるかを説明したうえで，競争上公

正性と効率性の観点から，日本の市場を分析している実証研究を考察する．さ

らに，市場インフラの役割と 2011年におきた東日本大震災の関係にも注目する． 

キーワード：市場の質，競争上公正性，効率性，市場インフラ，東日本大震災 
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１．序論 

 

矢野(2001, 2005, 2007)，Yano (2009)によって提唱された市場の質の研究は，

理論面，実証面で，国内外に広がりを見せている．理論の研究としては，Ma and 

Dei (2009), Dei (2011), Ngienthi (2013), Yano (2013), Yano and Furukawa 

(2013), Furukawa and Yano (2014), Kunieda, Okada, and Shibata (2014)な

どの研究がある 3．さらに，いくつもの大学で，市場の質についての研究プロジ

ェクトが採択されている 4． 

市場の質の実証研究のために，慶應義塾大学・京都大学連携グローバルCOEプ

ログラム ｢市場の高質化と市場インフラの総合的設計｣（2008 年から 2013 年）

は，日本全国の家計に対して毎年継続して調査を行う，Keio Household Panel 

Survey (KHPS)を実施してきた．さらに，その調査データを使用し，分析結果を

まとめた『日本の家計行動のダイナミズム』を出版してきた（5巻から 9巻）5．

本論文は，『日本の家計行動のダイナミズム』に掲載された論文にもとづいて，

どのようにしたら市場の質研究が実証研究にのるかを，説明するものである． 

本論文の構成は，以下のとおりである．1節では，市場の質とは，どのような

概念であるかを説明する．2 節では，Yano が提唱した競争上公正性という観点

から，日本の労働市場を分析している研究を考察する．3節では，市場の効率性

を分析をしている研究を考察する．4節では，労働市場に注目して市場インフラ

の役割を分析している研究を考察する．5 節では，2011 年におきた東日本大震

災と市場の質の関係を分析した研究を考察する． 

 

２．Yanoによる市場の質の概念 

 

市場の質という概念は，効率性と健全性という二つの概念の総合として定義さ

れる．市場における健全性は，Yano (2008)の意味での取引過程の「公正性」と

                                                   
3 Yano (2013)は，金融危機と市場インフラの役割に注目している．Yano and Furukawa 
(2013)は，産業革命と市場インフラの関係に注目して分析している．Furukawa and Yano 
(2014)は，市場の高質化と知的財産権との関係に注目している．Ma and Dei (2009)は，製

品の質と貿易に注目した分析をおこなっている．Dei (2011)と Ngienthi (2013)は，途上国

における労働市場の高質化のための方策を考えている．Kunieda, Okada, and Shibata 
(2014)は，政府の汚職が市場の質を下げることを指摘している． 
4 たとえば中京大学では，古川雄一准教授が研究代表者をつとめる研究プロジェクト「市場

制度と市場の質のダイナミクス」がおこなわれている．また，京都大学経済研究所共同利

用・共同研究拠点では，藤生裕千葉経済大学教授が研究代表者をつとめる研究プロジェク

ト「市場の質の経済学アプローチによる災害復興のための理論的及び実証的研究」がおこ

なわれた． 
5 樋口ほか(2009)，瀬古美喜ほか(2010, 2011, 2012, 2013)． 
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いう概念で置き換えることもできる．この概念の「オペレーショナルな定義」

は 

 

Market Quality = F(Efficiency, Fairness)   

 

である． 

効率性が達成されていても，「過労死」，「下請け虐め」といった現象は発生し

うる 6．効率性だけでは市場の機能を計る尺度として不十分だということである．

そこで，「健全性」や「公正性」という側面を加味して，市場の機能をとらえる

のが市場の質である．公正とは，多くの人が守られて当然と考える社会規範や

ルールが存在して，それが順守されている状態を指す．「過労死」や「下請けい

じめ」はそこから逸脱しており，不健全だということになる． 

取引過程の公正性の最終的な判断基準は，私的財産権の保全，自発性の担保，

無差別取引権の遵守という三つの原則にある．無差別取引権というのは耳新し

い概念かもしれないが，「経済的条件が見合う限り，誰もが，誰とでも取引する

権利を持つ」ということである．これは大昔の市（いち）を支える慣習法の伝

統の中にもみられ，楽市楽座のように領主によって制度化された場合もある．

また，ヨーロッパ中世のレックス・メルカトリア（商務法）とも共通し，マー

シャルの公正性にも受け継がれている 7． 

 個別の市場の公正性については，まず，上の三つの原則に照らして，市場に

課されたルールが公正か否かを判断しなくてはならない．個別の市場の公正性

を科学的に検証するには，その上で，それぞれの市場の特徴や利用可能なデー

タに基づいて，実証に乗せる必要がある．たとえば，我が国の正規・非正規労

働の格差も，公平な賃金形成という一般的なノルムに照らすと，不公正な取引

と考えることができる．Yano (2009)が以下で指摘しているように，不公正な取

引の存在は不公正な所得分配の源泉である． 

 

Healthy growth in the modern economy … may be thought of as growth that 

is driven by high quality markets. It is not a high speed growth like 

that which Japan achieved in the 1960s and 1970s in pursuit of “mere 

efficiency”. It is a growth that is achieved through fair market 

competition by which gains from trade can be distributed in a 

competitively fair fashion. The dislike that various societies have 

with respect to an uneven distribution of wealth may be attributable 

                                                   
6 これらの問題は，矢野(2007)，Yano (2009)が指摘している． 
7 この点については，矢野(2012a)を参照せよ． 
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to the perception that an uneven distribution is the result of 

accumulated unfair distribution of gains from trade in a market. If so, 

a fair distribution of wealth may be analysed from the viewpoint of 

market quality. (Yano 2009, p.30) 

 

市場の質研究では，どのような市場環境（市場インフラ）が高質な市場を支

えるかという問題も大切である．市場インフラは，Yano (2009, 2010)において

提唱された市場の質を支える市場組織の構成要素のことである．教育，制度，

法律などから構成される．Yano (2010)では，市場インフラを以下のように説明

している． 

 

Market infrastructure may be defined as the entire network of social 

arrangements in which a market functions. Rules and laws may be thought 

of as the primary components of market infrastructure. This is because 

a market is held together by competition and competition cannot be 

conducted without specific rules. Just like a high quality competitive 

sport, a high quality market cannot be sustained without a set of 

properly designed rules. … The quality of a competitive sport, moreover, 

depends on institutional and organizational arrangements relating to 

games. In the case of team sports, obviously, well-organized teams are 

indispensable for having high quality games. … It is also crucial to 

have a set of good referees who can properly regulate a game by 

interpreting the rules and plays in real time as the game progresses. 

Customs and traditions may be another key factor for the development 

of a good team. … Thus, we may conclude that the quality of a market 

depends on the awareness of the rules and laws of participants, the 

sophistication of their actions, culture, institutional and 

organizational arrangements, corporate governance, and customs and 

traditions. … I call the body of these factors the secondary market 

infrastructure. (Yano 2010, pp.176-178) 

 

３．公正性に関する研究 

 

この節では，Yano (2008, 2009)が提唱した競争上公正性という観点から，日本

の労働市場に注目し，その公正性を実証的に分析している論文を紹介する．照

山・矢野(2010)，三好・矢野(2009)は，日本の労働市場に正規労働者と非正規
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労働者の垣根が存在することを指摘している．四方・曺(2009)，岡本・照山(2010)

は，転職行動を見ることによって，馬(2009)は，労働時間を見ることによって，

労働市場の質を分析しようとしている．小林・佐藤・樋口(2012)，佐藤(2010)

は，市場をとりまく環境の変化が，労働市場に与える影響を分析している．石

井(2010)は，市場の不公正な取引と，その取引の結果としての所得分配の不公

正性の問題を分析している． 

 

照山・矢野(2010)では，正規労働の市場と非正規労働の市場に存在する垣根

の高さを検討し，労働市場の質を分析している．新卒時に正規社員になること

を望むにも関わらず，その後も非正規社員にとどまることを余儀なくされる労

働者が多ければ，競争上公正な取引が行われているとはいいにくい． 

分析は二つなされている．第一に，新卒時の仕事が非正規労働であったこと

が，その後に非正規労働で就業する確率を上昇させるかどうか． 

 

非正規労働就業確率＝F(初職が非正規労働であるかどうか） 

 

分析の結果，初職が非正規労働であると，その後も非正規労働である確率が高

くなることが示された．  

第二に，新卒時の仕事が非正規労働であったことが，非正規労働から正規労

働に移行する確率を低下させるかどうか 8． 

 

 正規労働への移行確率＝G(初職が非正規労働であるかどうか） 

 

分析の結果，高卒男性労働者では，初職が非正規であることが，非正規雇用か

ら正規雇用への移行確率を小さくさせることがわかった． 

これらの結果は，日本の労働市場には正規，非正規の労働市場を隔てる制度

的要因に基づく垣根が存在し，取引過程の競争上公正性が損なわれていること

を示唆している． 

 

三好・矢野(2009)は，労働時間の長さと時間あたり賃金率の関係を検討する

ことによって，日本の労働市場の質を分析している． 

一般に市場は，多数の潜在的売り手と買い手が存在し，競争によって取引条

件が定まる単価取引市場と，特定の売り手と買い手が交渉を通じて取引条件を

設定する相対取引市場に分類できる．日本のパートタイム労働市場は，市場で

決定される賃金に基づいて契約がなされる，単価取引市場であるかのようにみ

                                                   
8 佐藤(2009)も同様の分析をおこなっている． 
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なされるが，これは正しい認識であるかどうかを検討している．推定式は， 

 

賃金＝F(労働時間） 

 

である． 

分析の結果，労働時間が増加するにつれて，賃金も上昇することがわかった．

もし単価市場であれば，労働時間に関係なく賃金が決定されると考えられる．

この事実は，労働時間の短いパートタイム労働者の賃金が，通常よりも低い水

準に抑えられていることを示し，矢野が提唱する競争上公正な取引が，日本の

パートタイム労働者の市場では行われていないことを示唆している． 

 

労働市場の質をはかる上で，転職がしやすいかどうかも重要な指標といえる．

労働市場の流動性が高く，公正性，効率性の両面からみて質の高いアメリカの

市場では，よりよい就業機会を得るために転職が行われる場合が多い．四方・

曺(2009)では，韓国と日本の労働市場の流動性がそのような視点から分析され

ている．具体的には，  

 

賃金＝F(離職回数） 

 

という関係を，韓国と日本で推計している．その結果，韓国では，離職回数が

増えるほど，賃金が上昇するが，日本では，離職回数は賃金に影響しないこと

が明らかにされた． 

 

岡本・照山(2010)でも，転職行動に注目した分析を行っている．まず，転職

したいという動機が，どのような要因に依存して決まるかを分析している．次

に，実際に転職した人が，どのような要因に基づいて転職したかを分析してい

る． 

第一の分析として，転職動機を以下の式で推定している． 

 

 転職希望＝F(性別，所得，正規雇用) 

 

分析の結果，男性では，所得の影響がつよいが，女性では，所得は重要ではな

かった．正規雇用形態は，男女ともに転職希望を減らすことがわかった． 

第二の分析として，どのような人が，実際に転職をしたかについて，以下の

推定をおこなった． 
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 転職したか＝G(性別，転職希望，その他の変数） 

 

男女とも，転職したいと希望している人が転職しているが，男性では，金融資

産残高が転職確率を低めている．また，企業規模は，転職を抑制する効果を持

つ．さらに，景気が改善すると，転職は抑制される．一方，女性では，年齢が

高いと転職確率が低くなる．また，雇用形態が正規雇用であることは，転職に

抑制的にはたらく． 

以上の分析の結果，男女で働き方に対する違いが感じられ，これは，日本の

労働市場が，男女に違う働き方を求めてきたことの表れではないかと考えられ

る． 

 

馬(2009)は，労働時間の長さが，雇用者のメンタルヘルスにどのような影響

を与えているかを分析している．この分析は，労働市場において，労働時間が

公正に決定されているかどうかを明らかにすると考えられる．一般に，労働時

間は，労使間の交渉によって決まると考えられるが，労働者の交渉力が弱く，

労働契約において労働者側が譲歩させられている場合，メンタルヘルス問題が

おきやすいと考えられる．昨今の過労死などは，この問題が表面化したものと

考えられ，日本の労働市場の不公正性を示している．推定式は， 

 

メンタルヘルス問題の指標（MHDスコア） 

＝F(調査時点の週労働時間，その他の変数） 

 

である．分析の結果，労働時間が長いほど，過労死や心身障害につながる恐れ

のあるメンタルヘルス問題を，もたらしやすいことがわかった．この影響は，

民間企業，低所得者，低教育水準のひとに，より深刻である． 

 

小林・佐藤・樋口(2012)は，労働市場における，最低賃金の引き上げの効果

を分析している．とくに，最低賃金の引き上げが，非正規労働者と正規労働者

とで生じている格差の解消につながっているかどうか，つまり市場の公正性の

向上に貢献しているかどうかを検証している．さらに，新規雇用の抑制や既存

の雇用者の解雇，労働時間削減につながっているかどうかを分析している．  

 

賃金=F(最低賃金引上げ，性別，非正規雇用） 

失業=G(最低賃金引上げ，性別，非正規雇用） 

 

分析の結果，女性の非正規労働者の賃金が上昇しており，また，男性につい
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ても比較的低い階層で，賃金の上昇が確認されていることから，正規労働者と

の賃金格差を縮小させることに，最低賃金の引き上げが貢献していることが明

らかになった．さらに，最低賃金の引き上げは，非正規で働く男女の雇用喪失

を引き起こしていないこと，新規就業の抑制にもつながっていないこと，非正

規で働く男女の週平均労働時間を減少させていないことも明らかになった．つ

まり，最低賃金を引き上げる際に問題となっている雇用面への悪影響を，懸念

する必要はないことが示唆されている． 

 

佐藤(2010)は，リーマンショックが労働市場に与えた影響を分析している9．

この研究では，リーマンショックが，労働市場にどのような影響を与えたのか

をみるために，以下のような式を推定した． 

 

 就業状態＝F(性別，派遣労働者，リーマンショック） 

 

分析の結果，正規雇用者割合が男女とも低下し，非正規労働者割合が増加し

ているが，とくに，女性派遣労働者の失業率上昇が顕著であることがわかった．

この結果は，ショックがおこったときに，女性の非正規雇用者が不安定な状況

におかれていることを示している．日本の労働市場では，非正規雇用者に対す

る不利な環境がつくられていると見なせる． 

 

 石井(2010)は，正規・非正規労働者の垣根の存在によって，我が国の労働市

場の不公正性をとらえ，不公正性の存在が，所得分配にどのような影響を持つ

かを検証している．その結果，Yano (2009)が指摘するように，不公正性な取引

の存在が貧困の拡大をもたらしていることを，実証している．推定式は， 

 

 貧困突入確率また貧困脱出確率＝F(非正規労働者） 

 

である．分析の結果，世帯主が 20 歳から 59 歳までの現役世代に関して，非正

規労働者は，正規雇用者に比べて，貧困突入確率が有意に高く，脱出確率が有

意に低いという結果が得られた．これは，非正規労働者と正規労働者の間で，

不公正な富の分配が行われている可能性を示唆する． 

 

４．市場の効率性についての研究 

 

この節では，市場の効率性の分析を行っている研究を紹介する．大野・山本

                                                   
9 四方(2010)もリーマンショックの影響を分析している． 



9 
 

(2011)は労働市場における賃金の決定に，萩原(2011)は出産行動に，浦坂・西

村・平田・八木(2011)は教育に注目して，市場の効率性をとらえている． 

 

矢野(2001)によれば，市場は競争，情報，商品という三つの要素の質によっ

て特徴づけられる．大野・山本(2011)は，労働市場における競争の度合いと賃

金率の決定の間の関係を分析している．たとえ，労働市場に照山・矢野(2010)

によって指摘されたような正規・非正規間の壁が存在したとしても，それぞれ

のタイプの労働市場で，より寡占的な市場ほど地域ごとの賃金率が低く抑えら

れているとしたら，労働市場の競争の質は，より低いと言わなくてはならない． 

本研究は，このような視点にたって，フルタイムとパートタイムの女性労働

者の賃金率決定の要因を，個人特性をコントロールした上で，地域市場の寡占

度によって検証している．つまり， 

 

フルタイム女性賃金率=F(地域市場の寡占度，個人特性） 

パートタイム女性賃金率=G(地域市場の寡占度，個人特性） 

 

という関係を推計することによって，競争の質が賃金率決定にどのような影響

を持つかを示している． 

この研究の結果，パートタイム労働者の賃金は，地域の寡占度が高いほど低

いが，フルタイム労働者の賃金は，寡占度に影響を受ないことがわかった．流

動性の比較的高い女性労働者の市場では，個人特性がうまくコントロールでき

れば，一物一価の法則が成立するという結論が出るはずである．そのような視

点に立つと，パートタイム女性労働者の資源配分は非効率的であり，市場の質

が低いと結論づけられる． 

 

動学的に効率的な金融市場が存在すれば，恒常所得の低下と所得リスクの上

昇は，出産を減少させると考えられる．逆に，動学的な市場の質が低ければ，

この関係は成立しないはずである．そのような動機に基づいて萩原(2011)では， 

 

出産＝F(恒常所得，所得リスク，その他の変数） 

 

という関係式の推定が行われている． 

分析によると，恒常所得や所得リスクと出産には，上述のような関係が見い

だせないことが示された．逆に，預金残高の低い家計では，景気悪化により所

得リスクが増加すると，既婚女性の就業が増加し，出産が抑制されるという効

果も観察された．こうした結論からわかるのは，出産は，より短期的な要因に
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依存し，十分な動学的最適化が行われるような環境が，日本にはまだ存在しな

いことである．我が国の動学的な資源配分市場は，この意味でも，低質なまま

にとどまっていることが分かった． 

 

浦坂・西村・平田・八木(2011)では，教育と市場の質の関係を示す手法とし

て，文系理系の違いが，市場を通じた経済活動の結果である労働者の所得に，

どのような影響を持つかが分析されている．他の条件を一定として，親や本人

の合理的選択が有効に行われている限り，文系・理系間の選択から各労働者が

得られる期待余剰は，等しくなくてはならない．期待余剰に格差が存在すれば，

限界生産性の逓減がある限り，期待余剰の高いタイプの教育が過剰であること

を意味する． 

本研究では，理系・文系という教育のタイプを説明変数とし， 

 

労働者の所得＝F(教育のタイプ（理系か文系か），その他の変数） 

 

という関係が検証される． 

検証の結果，男性の平均年収を比較すると文系学部出身者(平均年齢 46歳)が

559.02 万円なのに対して，理系学部出身者(平均年齢 46 歳)が 600.99 万円で，

理系学部出身者の方が，平均年収が高いことが分かった．また，年齢を横軸に

年収を縦軸として回帰分析を行うと，理系学部出身者の方が，文系学部出身者

よりも，年齢の上昇とともに，所得上昇の度合いが大きくなった．さらに，理

系学部出身者の所得は，若年時には文系学部出身者よりも低いが，40 歳以降で

は逆転が生じている．これは，理系学部出身者の方が，文系学部出身者よりも，

高付加価値な労働に従事していることを示唆している． 

 もし，教育コストや子供にかかる教育の負担が理系，文系で等しいとするな

らば，理系の労働者の方が限界生産性が高いということになり，資源配分の効

率化には，文系から理系への労働者の資源配分の転換を必要としているという

結果になる．我が国の教育市場は，効率性という観点からみて十分に高質なも

のとなっていないといえる． 

 

５．市場インフラについての分析 

 

この節では，市場インフラの役割について，主に労働市場に注目して分析が行

われている．小林・深堀(2011)は女性のための託児サービスを，萩原(2013)は

労働時間制度を，遠藤(2009)は民間職業紹介を，小林・佐藤(2013)は自己啓発

を，分析の対象としている． 
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高質な女性労働市場の確立には，託児所サービスや女性の人的資本の向上に

向けた教育といった市場インフラの形成が，不可欠だと考えられる．小林・深

堀(2011)では，そうした市場インフラが我が国に整っているかどうかという疑

問に基づき，妻の就業行動の決定要因が分析されている．具体的な分析は 

 

女性の非就業から就業への移行確率 

      ＝F(子供の数，末子の年齢，主たる稼ぎ手の所得変化） 

 

という推定式にもとづいておこなわれている． 

分析の結果，既婚女性の再就職は，子供の数や末子の年齢によって規定され

ていることがわかる．また，主たる稼ぎ手の所得の一時的低下は，微量ながら

女性の再就職率を上げる効果があることが分かる． 

こうした結果は，既婚女性の託児所などの保育サービスが未発達であること

や，女性の人的資本の蓄積が不十分なことから，既婚女性に十分な質の仕事，

雇用条件を提示できていないことを意味する．その視点からの市場インフラの

整備の必要性を示すものと言える． 

 

萩原(2013)は，どのような労働時間制度が，労働者の満足度を高めるかを分

析している．一般に，多様な労働時間制度をもつ労働市場は，労働者にとって

労働機会の選択の幅が広がるため，のぞましいと考えらえる．本論文では，労

働時間の長さや時間帯を定める各労働時間制度（フレックスタイム制，変形労

働時間制，裁量労働・みなし労働時間制など）が，労働者の満足度に，どのよ

うな影響を与えるかを，以下の推定式で捉えている． 

 

労働者の満足度＝F(労働時間制度） 

 

分析の結果，男女とも，労働時間を選べる制度では，通常の労働時間制度と

比べて，満足度が高まることが示された．この結果は，労働時間を選べる制度

は，のぞましい市場インフラであることを示している． 

 

遠藤(2009)は，民間職業紹介が，利用者の転職後の満足度や賃金を上昇させ

るかどうかを分析している．民間職業紹介は，労働市場における労働者と雇用

者のマッチングを改善し，労働市場をパレート効率的なものにする役割を果た

していると考えられる．推定式は， 
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満足度，賃金＝F(民間職業紹介を利用したかどうか） 

 

である．分析の結果，民間職業紹介を利用した人のほうが，転職後の賃金と満

足度を高めることが示された． 

 

Yano (2009)では，教育によって洗練された経済主体を形成することが，市場

の質を高めるために，重要であることが指摘されている．小林・佐藤(2013)は，

市場インフラとしての教育の重要性について，特に労働者の自己啓発に注目し

て分析している．本研究は，自己啓発が就業や賃金に正の効果を持つかどうか

を分析するために，以下の式を推定している． 

 

就業＝F(自己啓発） 

賃金＝G(自己啓発） 

 

分析の結果，自己啓発をおこなったほうが，就業確率が高くなり，就業後の

賃金も高くなることが示された．このことは，Yano の理論が示唆するように，

教育が市場インフラとして重要であることを示唆している． 

 

６．東日本大震災と市場の質 

 

2011 年におきた東日本大震災からの復興も，市場の質に深く関係する．震災か

らの復興には，人々の利他性や意思決定の適切さが重要である．また，震災か

らの復興は，市場インフラがどの程度整備されているかに依存する．これらを

把握するために，2011年に行われた KHPSの震災関連の調査を使って，以下のよ

うな研究がなされた．萩原(2012)，石野・瀬古(2013)は意思決定の質に，山本・

坂本(2012)は人々の利他性に，何(2012)，小林・佐藤(2012)は復興のための市

場インフラの整備に注目した研究である． 

 

高質な市場の基本は，経済主体の高質な意思決定にある．経済的に高質な意

思決定を行うには，動学的な構造の中に，自らを置いた最適化が必要である．

特に，経済危機に備えるためには，将来を見越した冷静な判断にもとづく計画

が必要である． 

萩原(2012)では，こうした視点にたって，危機における一時的な心理的行動

が経済活動にどのような影響を持つかを，実証的に解明しようとした研究であ

る．分析のために，東日本大震災後に起きた買いだめ・買い控え行動が，消費

者の不安から生じたのではないかという仮説をおいて，検証を行っている． 
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具体的には， 

 

買いだめ=F(不安） 

買い控え=G(不安） 

 

という関係を推定することによって，不安が買いだめ・買い控え行動を誘発し

ていることが示された．この問題は，情報の質の問題と考えられる．日本の市

場では，正しい商品に対する情報が大震災後，行き渡っていたとは言えず，そ

のことが，人々の高質な意思決定を困難にしていたと考えられる．  

 

石野・瀬古(2013)は，東日本大震災後の各家計の備えという意思決定に注目

し，自然災害に対する意思決定の質は，所得水準によって影響を受けるかどう

かを検討している．Yano (2009)によって指摘されているように，意思決定の質

は各個人が受けた教育に依存するため，的確な意思決定をもたらすには，教育

などの市場インフラが重要と考えられる．しかしながら，良質な教育は高価で

あるため，低所得な家計は，良質な教育を受けることができず，その結果，的

確な意思決定ができない，という問題が発生する．的確な意思決定ができるか

どうかが所得水準に依存してしまうことは，市場にとって問題である． 

具体的には，以下の式を推定している． 

 

地震等の自然災害に備えているかどうか＝F(世帯年収） 

 

分析の結果，世帯年収が低い家計ほど，備えの意識が低下していることが示さ

れた．この結果は，意思決定の質が所得水準に影響を受けていることを示唆し

ている． 

 

矢野（2012b）が主張するように，市場の質を考える上で，人々の価値観，特

に利他性が重要である．なぜならば，高質な市場は，利他性を持った人々によ

って支えられるからである． 

山本・坂本(2012)は，人々の利他性に注目し，震災後のボランティア活動を

分析している 10．とくに，ボランティア活動への参加が，どのような要因で決定

されているかを検証している．推定式は， 

 

ボランティア参加＝F(賃金，労働時間） 

 

                                                   
10 佐々木・横井(2013)も人々の利他性に注目している． 
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である．分析の結果，震災後には時給の高い人や労働時間が長い人が，多く参

加するようになっていることが，明らかにされている．この結果は，高所得者

に利他性が多く見られることを示唆している． 

 

何(2012)では，災害救助法適用地域と電力不足地域に注目して，就業や所得

が，どの程度悪化したかを検討している．推定式は以下のとおりである． 

 

就業=F(被災地域，電力不足地域） 

所得=G(被災地域，電力不足地域） 

 

分析の結果，被災地域，電力不足地域ともに，失業，あるいは所得の減少が見

られた．この結果は，労働市場の回復のためには，労働者を支える市場インフ

ラの整備が不可欠であることを示唆している． 

 

小林・佐藤(2012)も，東日本大震災が就業行動へ及ぼした影響を分析してい

る．とくに，被災地域での健康状態の悪化が，就業行動にどのような影響をも

たらしているかに注目している．推定式は以下のとおりである． 

 

健康状態=F(被災地域） 

離職=G(健康状態，被災地域） 

 

分析からは，被災地域（災害救助法適用地域）の男性ほど，健康状態，特に精

神面での症状が悪化して，震災後に離職していることがわかった．このことは，

東日本大震災後の健康維持のための，市場インフラの整備が不可欠であること

を示している． 
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